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　　　　　　　　　　　　　　　1　はしがき

　筆者の素志は・目本企業の経営を欧米企業のそれと比鮫することによつて，

日本企業の経営の特質を明らかにしたいということにある．その日本企業は，

ここ数年来の急激で大幅な円高と激しい貿易摩擦とに直面して，みずからの経

営活カをしたたかに発揮し，碓業の再構築（リストラクチャリング）を積極的

に図ってきた・それは，①生産性向上のための合理化・省カ化，既存製品の高

付加価値化，新製品の開発，国内市場の開拓などとして展開された本業国内事

業の合理化，②事業の多角化，新規事業への進出，業際分野の開拓などとして

展開された多角化・新分野進出，およぴ⑧海外進出，国際提携，製品・部品の

海外調達などとして展開された国際化の三方向に現れている1）．

　こうした事業再構築のうち，本稿との関連で注視したいのは，国際化の方向

である．日本企業は，1986年1ユ月から始まった円高景気の波に乗って，研究

開発重視の設備投資を活発に行う一方，脆弱だったみずからの財務体質を強め

ながら・積極的に海外進出や国際提携を推し進めてきた．

　わが国の円高景気とほぼ時を同じくして，欧州共同体（The　European　COm．

m㎜ities，EC）では，市場統合に向けての機運が盛り上がりつつあった．こ

のEC市場統含に向けては・域内の欧州企業や域外の米国企業がいち早く共同

開発事業，買収・合併，合弁事業，各種捷携に乗り出すなど，慌ただしい事

業・業界再編の動きを見せている。事業再構築の］環として国際化を推し進め

て・きた日本企業もまた，EC市場統合に向けてさまざまな対応を追られている．
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（2）　　　　　　　　一橋論叢第102巻第5号

そうしたEC市場統合と日本企業の対応を，筆者は本稿で論じることにした

し、．

　1）例えぱ，次を参照されたい．

　　　経済企画庁調査局編『発展基盤の多元化を進める企業行動』大蔵省印刷局，1988

　　年一

　　　　　　　　　　　2EC市場統合の法的整備

　ECは196ア年7月，欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC，1953年2月発足），欧州

経済共同体（EEC，ユ958年1月発足）および欧州原子カ共同体（EURATOM，

1958年1月罪足）の各執行機関の統合によって成立した1）・ECのカロ盟国は，

当初，これら三つの共同体に加盟していたフランス・西ドイツ・イタリア・ベ

ルギー，オランダ，ルクセンブノレクσ6ヵ国のみであった。その後，ECは北

に向って拡大を図り，1973年1月にイギリス，アイルランド，デンマークが

加盟した．さらにECは南に向かっても拡大を図り，1981年1月にはギリシ

ャが，そして1986年1月にはスペイン，ポルトガノレが加盟した．ECは現在，

これら12ヵ国から成っている．そのECには，新たにトノレコとオーストリァ

が加盟申請をしているが，ECは1992年の市場統合前には新規加盟を認めな

い方針だといわれている。

　市場統合を目ざすECの目的は，ローマ条約第2条に次のように調われて

、・る2）．

　　　「共同体は，共同市場の設立および加盟国の経済政策の漸進的接近により

　　共同体全体の経済活動の調和的発展，持続的かつ均衡的な拡大，安定強化，

　　生活水準の一層遠やかな向上および加盟国間の関係の緊密化を促進するこ

　　とを目的とする」と、

　そしてECは，この目的を達成するために，次のような実行計画を実施す

る，と同第3条に謡われている（括弧内はその実施状況）．

　　a）加盟国間の物資の輸入および輸出に関すち関税および数量制限ならぴ

　　　にこれらと同等の効果を持つ他のすぺての措置の撤廃（1968年域内関
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EC市場統合と日本企業 （3）

　　　税の廃止，非関税障壁の存在）

　　b）第三国に対する共通関税率および共通通商政策の創設（1968年域外

　　　共通関税の設定，19ア0年共通通商政策の発足）

　　C）加盟国間の人，サーピスおよぴ資本の自由移動に対する障壁の除去

　　　（労働移動は自由化，資本移動の自由化は不十分，金融市場統合も未実

　　　現）

　　d）農業分野における共通政策の樹立（1962年共通農業政策の発足）

　　e）運輸分野における共通政策の樹立（1968年共通運輸政策の発足）

　　i）共同市場内において競争がゆがめられないことを保証する制度の確立

　　　（1962年EC独占禁止法の制定）

　　g）カロ盟国の経済政策を調整し，また国際収支の不均衡を是正するための

　　　手続きの実施（1979年欧州通貨制度の創設）

　　h）共同市場の運営に必要な隈度における加盟国国内法制の接近（税制の

　　　調整が必要）

　　i）労働者の雇用機会を改善し，生活水準向上に貢猷することを目的とす

　　　る欧州社会基金の創設（1972年欧州社会基金の創設）

　　j）新財源の創設により共同体の経済的拡大を容易にすることを目的とす

　　　る欧州投資銀行の設立（195ア年欧州投資銀行の設立）

　　k）貿易拡大およぴ経済的，社会的発展を共同に推進することを目的とす

　　　る海外の国家および領域との連合（ロメ協定の締結〈第1次1975年，

　　　第2次1979年，第3次1984年〉）

　ところが，従来のEC市場統合は，実行できるところから実行しようという

進めかたであった・これに代えて，1992年末という期限を決めて，この期間に

完碑させようという方針をECが固めたのは，域内市場白書（Comp1etingthe

Intemal　Market）（1985年6月，EC委員会が発表，同年12月，欧州理事会

郊承認）においてであった．同白書に基づいて，ECの憲法に当るローマ条約

が改正された。ローマ条約の改正は，単一欧州議定書（The　Single　European

Act）（1986年2月調印，1987年7月発効）の全加盟国致府による承認という
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（4）　　　　　　　　　　一橋論叢　第102巻　第5去

形で行われた。その主な改正は、次の4点に要約できる．

一　①1992年末までに物，人，サービスおよぴ資本の自由な域内移動を実現し、

　　　共同市場を設立する．

　　②その作業を遠めるために，閣僚理事会における投票方式を，全会一致方

　　　式から単純多数決，特定多数決およぴ全会一致の三方式に改める，こと

　　　に域内市場の統合に関わる事項については，特定多数決方式を採用す

　　　る3〕．

　　⑧EC委員会およぴ欧州議会の権限を強化し，両機関の超国家性を強める．

　　④欧州通貨制度（EMS），欧州通貨単位（ECU）の推進により，ECを単

　　　なる共同市場としてではなく，経済・通貨共同体として完成させる．

　こうしてEC市揚統合は，域内市場白書の承認と単一欧州議定書の承認に

より，法的に整備されることになった．

　1）三共同体の諸機関の統合が遅れたのは，EC委員会の権限と閣僚理事会の関係を

　　めぐって対立があったからである、時の仏大統領ドゴールは，EC委員会が超国家

　　性を帯ぴることを恐れ，rあくまでも祖国あっての統合ヨーロヅパなのであり，ヨ

　　ーロッバは統合されても祖国は残る」と主張して，反対した．

　　　次を参照されたい．

　　　日本経済新聞社編『ECの知識』日本経済新閾社，ユ988年11月，49－50ぺ一ジ．

　2）岸上慎太郎・囲中友義編著『EC1992年ハンドプヅク』ジャパンタィムズ，1989

　　年6月，欧州経済共同休設立条約《ローマ条約》167べ一ジ以下参照．

　3）　特定多数決方式は，閣僚理堺会における投票総数76稟のうち，54票の賛成によ

　　　り可決するもので，カロ盟国の投票数は次のとおりである．

　　　西ドイツ・フランス・イギリス・イタリア各10，スペイン8，オランダ，ベルギ

　　rポルトガル．ギリシャ各5，デンマーク，アイルランド各3，ルクセンプルク

　　2

3EC市場統合の機関

　EC市場統合を推進する主要機関としては，EC委員会，閣僚理事会一欧州

議会および欧州裁判所があり，これを推進する補助機関としては，欧州理事会，

経済社会評議会，会計監査院および欧州投資銀行がある．以下，これらの機関
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　　　　　　　　　　　　EC市場統合と目本企業　　　　　　　　　　　（5）＝

について，概観しておこう．

1）主要機関

　　（1）　EC委員会（The　CommissiOn　of　the　EurOpean　COmmunities）は，

　　　共同体の政策を立案し執行する機関である．EC委員会は，共同体の運

　　　営に関する政策を立案して閣僚理事会に提案し，閣僚理事会において選

　　択，決定された政策の実施に当る・EC委員会は，17人の委員で構成さ

　　　れ，加盟諸国の政府間協定によって選ぱれている1）．委員の任期は4年

　　　で，委員は，出身国の利害を超えて，共同体の全体的利益のためにのみ

　　任務を遂行するよう義務づけられている．

　（2）閣僚理事会（The　Comc1l　o土Ministers）は，共同体の意思を決定

　　　する機関であり，同時にまた加盟国の国益を代表する機関でもある．閣

　　僚理事会は，共同体の運営に関する政策を決定し，加盟諸国の全体的経

　　済政策の調整をはかり，ローマ条約の目的の遂行に当る．閣僚理事会は，

　　各カロ盟国政府の代表（通常は外務大臣）によって構成されるが，案件の

　　　内容に従って，外交以外の各政策担当主務大臣によって構成されるらと

　　　もある（蔵相理事会，農相理事会，環境相理事会など）．意思決定には，

　　全会一致，持定多数決およぴ単純多数決の方法がある．

　（3）欧州議会（The　Eu・opean　Par1i叩e皿t）は，共同体の公開討論の場

　　であり，共同体の諮間・監督機関である．代表は各加盟国の議会の指名

　　　により選出されていたが，1979年以降，各加盟国の国民による直接普通

　　選挙で選出されるようになった．議員数は518人で，任期は5年であ

　　　る2〕3）．議会の構成は国別ではなく，各加盟国を横断した政党別になっ

　　ている・欧州議会の主な仕事は，共同体の諸機関を民主的に監督し，主

　　要な問題についてEC委員会と閣僚理事会の双方に対し意見を表明する

　　　ことである・ただし，予算編成については，極めて強い立場に6る．す

　　なわち，共同体諸機関の行政費用と何種類かの運営費（社会基金，地域

　　開発基金，研究・エネノレギー・産業各政策その他）について最終決定権

　　　を持ち，さらに予算案を一括拒否する権隈も持っている．
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（6）　　　　　　　　　一橋論叢　第102巻　第5号

　　（4）欧州裁判所（The　court　of　Justi㏄）は，共同体の最高裁判所であ

　　　り，政策の提案とその実施が共同体法に即しているかどうかについて，

　　　法的判断を下す司法機関である．判決は加盟諸国，共同体諸機関，各国

　　　裁判所，公社，私企業，個々の市民のすべてに対して直接拘束カを持つ・

　　　裁判官は13人で，任期は6年である．6人の上級法務官（任期は6年）

　　　がこれを補佐する．

2）補助機関

　　（1）欧州理事会（The　EurOpean　ComciI）は，EC首脳会議とも呼ぱれ、

　　　閣僚理事会の手に負えない重要な政治・一般間題（例えぱ，経済・通貨

　　　同盟，欧州議会の血接選挙，共同体拡大の間題など）について討議し，

　　　大枠を決める機関である4〕．欧州理事会は，加盟国首脳およびEC委員

　　　会委貝長で構成され，加盟国の外務大臣およぴEC委負会副委員長がこ

　　　れを補佐する．欧州理事会については，ローマ条約上規定はなかったが、

　　　1974年以降定期的に（少なくとも年2回）開催されるようになり，単一

　　　欧州議定書でその存在が正式に明記された・

　　（2）経済社会評議会（The　EcOnomic　and　S㏄ial　Committee）は，純

　　　粋の諮問機関であり，189人の評議員（各国政府の指名を受け，閣僚理

　　　事会によって任命される）により構成される．評議貝の任期は4年で，

　　　加盟諸国の使用者代表，労働組合代表および農民・消費者などの代表の

　　　三グノレープからなる．経済社会評議会の主な仕事は，EC委員会およぴ

　　　閣僚理事会からの諮問に対し意見を表明することである・

　　（3）会計監査院（The　COurt　of　Auditors）は，共同体諸機関の会計収

　　　支が合法的になされてきたかどうか，予算の財政管理が十分に健全であ

　　　ったかどうかを監査する機関である．

　　（4）欧州投資銀行（The　European　Investment　Bank）は，共同体の計

　　　画一とくに産業，エネルギー，環境，地域開発などの各分野一への

　　　融資を通じて，共同体の利益となるように，共同市場の均衡のとれた、

　　　かつ円滑な発展に寄与する任務を負う．
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（8） 一橋論叢　第102巻　第5号

以上の諸機関の関係を図示すれぱ，図1のとおりである．

　1）委員1ア人の構成は次のとおりである、

　　　イギリス1フランス、西ドイツ，イタリア，スペイン各2人，アイルランド，デ

　　ンマーク、オランダ，ペルギー，ルクセンプルク，ポルトガル，ギリシャ各1人

　2）　欧州議会の議席数は次のとおりである．

　　　西ドイツ，フランス，イギリス，イタリア各81，スペイン60，オランノ25，ベ

　　ルギー，ギリシャ，ポルトガル各24，デンマーク16，アイルランド15，ルクセン

　　フルク6

　3）1989年6月15日と18日に行われた欧州議会選挙結臭は表ユのとおりである．

　　　　表1欧州議会の議席最終予測（総議席518）（1989年6月19目現在）

ペデ西ギフアイルオポスイ 合

グループ名

　ン．　一イ　ク　ルル　トリフルタセラ　ペギ

　マ　　　　　　＿　　ン　　　トギ1イシンニ1ζンガイ1 （
改
選
皿

1クツヤスドアクダルンス 計凸

社会主義 8431922214288274ア 182（166）

左派共産主義 一　　　1　－　　　4　　7　－　　22　一　　一　　3　　4　一 ヰ1（48）

虹（環境派） 4　4　8－　9－　4‘　2　1　2一 34（20）

欧州人民党 7　23210　7　427　310　3　2一 107（113）
中遣 欧州民主 一　2一一一一一i一一1531 48（66）
右派 自由民主主義

434－13241391一 44（45）

欧州民主連合 一　　一　一　一　　13　　5　‘　　一　一　　一　　一　　　1 19（30）

極右欧州右派 一　’　　6　－　　10　－　　4　一　一　一　一　　1 21（16）

無所　属 一■’■．一一一1－61
8（14）

所属未定 1一一1－26－1－3一
14

合　　　計 24　16　81　24　81　15　81　　6　25　24　60　81 518

　（注）EC統計局試算一西独共和党1ま欧州右派で計算．

　（出所）1989年6月20日付け朝目新聞

4）欧州理事会と他のEC機関，とりわけEC委員会およぴ閣僚理事会との関係は

　必ずしも明らかではない、

4　EC市場統合の意義と効果

　EC市場統合とは，1992年ユ2月31日までに物・人・サービス・質本の自由

な移動が確保された，国境のない単一の領域をつくりあげることである．それ
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は新しい欧州をつくる歴史的大実験なのである1）．そのEC市場統合が真の意

味で実現するためには，経済統合から社会統合を経て政治統合に至ることが要

請される・しかし・早くも経済統合段階におい七，加盟各国の利害が複雑に絡

んで・社会統合や政治統合の間題にまで現笑に踏み込み，これがEC市場統

合の実現を多難なものにしている2〕．

　欧州で統合が関心を呼んだのは，今回が初めてではない、欧州統合の機運は，

1920年代に，それまで世界の政治・経済の中心として君臨してきた欧州が没

落の危機を意識したときに生まれた・そこに流れていたのは，欧州の国ぐにが

統合して外の大きな脅威に備えるために，巨大な単一市場をつくって生産カを

強化しようという考えであった．1992年のEC市場統合も，この考えに基づ

くものである・その理念は・ECの競争，協カを促進し，障害を排除し，調和

を目ざすことにある．

　ECでは，1980年代前半に経済成長の鈍化，産業構造の硬直化，産業・企業

競争カの低下，高い失業率，先端技術開発の遅れなどが表宙化し，世界の政

治・経済の両面で，ECの及ぼす影響カが著しく低下した．その主因は，市場

が分断されていることにあった．このままでは，日本，米国に経済的に支配さ

れてしまうという危機感が，ECにはあった．各加盟国首脳は，欧州の復権に

は，市場統含で規模の利益を引き出す以外に方法はないとの認識で一致した．

　こうした背景のもとに，大きな盛りあがりを見せているEC市場統合の目的

は・共同市揚を創設して域内企業の競争カを強化し，日本と米国の経済的覇権

に襖を打つことにあるといわれている3）。その意義は二つある．一つは，3億

2，000万人もの人口を抱える単一市場が出現することである．もう一つは，カロ

盟12ヵ国が国家主権の一部を，歴史上初めて話し合いによって，ECという

個々の国家を趨えた存在に委譲するととである．いうまでもなく，EC市場統

合のより大きな意義は，この後者に置かれている．

　それでは・EC市場統合は・どれほどの鮭済効果をもたらし得るのであろう

か一もしECにおいて物・人・サービス・資本の移動の障壁が取り除かれた共

同市場が実現すれば，人口3億2，000万人，名目域内総生産（GDP）3兆6，689
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億ECUの巨大な単一市場が成立をみるであろうといわれている（表2参照）・

人口は米国の2億3，700万人，日本の1億2，000万人より多く，域内総生産は

　　　　表2ECの規模　　　　　日本のそれの2倍弱に達し，米国のそれに

EC

米　国

目　本

EFTA

名目GDP
（億ECU）

　36．689

　38．689

　20．578

　5，79ア

（百万人）

　322
　237
　120
　　32

　（注）名眉GDP　lt81年実繊見込み，人

　口は85年．

内総生産比率4，25－6．50％の経済効果が生じる（表3参照）．そこでEC委員

会は，ざっと2，000億ECU以上，実質域内総生産の脇相当の経済効果があ

るものと推計し，成長促進型の経済壷策を伴えぱ，500万人の雇用増につなが

ると見込んでいる．

　だが，この試算通りの経済効果が果して生じるかどうか．その効果を疑間視

する向きも少なくない．統合の実現には幾多の困難が伴うからである．第1に，

　　　　　　　　　　　　　表3EC市場統合の効果

　　　　1．ミクロ経済的効果

ほぽ匹敵する規模である．

　EC委員会の試算によると，障壁の除去

による効果が650億一800億ECU，市場

拡大による効果は610億ECU，域内の競

争増大による効果は460億ECU見込まれ，

全体ではユ，700億一2，500億ECU，実質域

（億ECU）　　GDP比率（％）

陣壁の除去による効果 650川　　800　　　　　　　2．2　－2．7

うち貿易面 80“　　　90　　　　　　　0．2　－O．3

うち生産面 570－　　710　　　　　　　2．0　川2．4

市場拡大によるスヶ一ルメリット 610　　　　　　2．1

競争激化による効果 460　　　　　　1．6

合　　計（実質） 1，700川2．500　　　　　　4．25－6．50

マクロ経済的効果

経済政策の種類

経済政策上の措置（公共投資増額1
所得税減稗など）を伴わない場合

経済政策上の措置を伴う場合

GDP上昇
率　　（％）

4．5

7．O

消費者物価
上昇率（％）

一6．1

一4．5

雇用増
（万人）

180

5CO
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市場統合の実現に最も必要とされているのは，指令案の採択である．1988年8

月半ぱの時点では・閣僚理事会で採択された指令案は，285項目のうち91項

目（31－9％）にとどまっていた一それが1989年5月末現在では，279項目のう

ち127項目（45．5％）と36項目も増えたが，採択のぺ一スは依然として遅れて

いる（表4参照）・EC委員会は，すでに閣僚理事会採択済みのものを含め，

　　　　　　　　　　表4域内市場白書の予定項目の採択状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1989年5月末現在）

理事会 委貝会 委員会案
採　　択 案提出 未提出

物理的障害案件

①財の］ント回一ル 36 21 30

②個人コントロール 3 4 1
技術的障審案件

①財の移動自由 54 18 4
②政府調達 1 4 1
③人の移動自由 7 2 5
④サーピスの共同市場

金融 10 12 o
運輸 5 4 3
新技術・サーピス 2 2 1
⑤資本移動 3 0 O
⑥産業協力の条件 3 17 1
財政的陣審案件

①付カロ価値税 2 9 2
②その他間接税 1 9 2

計 127 102 50

　　　　　　　（出所〕1989年7月4目付け読売新聞

229項目（82・1％）を閣僚理事会へ提案し終えているが，未提出の中には，税

制の調和など各国の利害がぶつかる難問が残っており，楽観を許さない．第2

に・指令案の採択によって成立する共同市場がどの程度の規模になるかも定か

ではない．第3に，障壁が取り払われても，文化，伝統，意識などの障壁は大

きく残存するであろう4）．

　1）例えぱ，1989年4月10目付け朝目新聞を見られたい．
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　2）　その好例は，欧州合衆国論争である・これは，加盟12ヵ国の国家主権の一部を

　　ECという個々の国家を超えた存在に委譲する二とをめぐって，サヅチャー英首相

　　とドロールEC委員長らとの間で繰り広げられている論争である一それは統合EC

　　市場の将来像に関わる論争であり，EC市場統合後のECを動かすものは誰かが論

　　点になっている．ドロール委員長が，加盟12ヵ国は，ECを一種の中央政府とし

　　た一つの国家に近いものになるぺきだと主張したのに対し，サヅチャー首相は，国

　　家主権を放棄した“国境なきヨー回ヅバ’’なんぞイギリスはごめんだと主張してい

　　る．

　　　このサヅチ十一・ドロール論争は，第二次大戦後の復興に当りて，欧州は欧州合

　　衆国を目ざすのか（連邦主義），それとも欧州は個別の主権国家の協力体制で行く

　　のか（連合主義）という40年前の路線間題をめぐる諭争の再燃であるといわれて

　　、、る．

　3）　ドロール委員畏は，EC統一市場の目的について・r欧州の活動再開は日本と米

　　国の（経済的）覇権にくさぴを打つことだ」と明言している（1988年7月5圓付

　　け日本経済新聞）．

　4）東海銀行，調査報告：EC統合について。調査月報，492号，1988年7月，48－

　　49ぺ一ジ．

5市場統合後のECの対外通商政策と地域経済圏

EC委員会は，1988年10月19日，市場統合後の対外通商政策を発表した・

その基本方針は自由貿易主義と相互主義を基調とし，開放市場を調っている。

すなわち，①閉鎖市場にはしない，②関税貿易一般協定（ガット）など国際合

意のできている分野については，自由貿易主義で臨む，⑧金融や政府調達卒ど

国際合意のできていない分野については，二国間の相互主義で臨む，と1〕．

　ECの対外通商政策発表後，ドクレノレク委員（当時）は，「統合市場がEC

の経済ブロックになるとの心配が米国や日本にある、EC域内では，外国企業

が流れ込み，市場を奪われるのではないかとの懸念も出ている・だが，どちら

も正しくない」とコメントした2）．にもかかわらず，日本・米国などの域外国

ではとりわけ，ECが保謹主義の砦になるのではないか，と懸念する向きが依

然として根強い．それというのも，対外通商政策の基調の一つに相互主義が掲
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げられているからである．

　相互主義3）は互恵主義ともいわれ，便益を与え合う意味と，便益だけでなく

損害をも与え含う意味とが，これにはある．無差別，自由，多角主義を基本ル

ールとするガットに象徴されるような相互主義は，便益だけを与え合う前者の

それであったところが，1970年代の中頃から，損害をも与え合う後者の相

互主義が台頭してきた．市場参入機会の同等性を求めるこの相互主義は，さら

に1980年代半ば以降，さまざまな経済統合の地域主義と結びつくようになる．

まさにこの地域主義と結びついた後者の相互主義が，市場統合を目論むECの

対外通商政策の基調をなしているのである．

　ECは，こうした相互主義の立場から，域外国がEC加盟国企業の自国市

場への自由参入を認めているかどうかを判断材料として，域外国企業の統合

EC市場への自由参入を抑制する考えだという4〕．つまり，ECは，相互主義

によって達成されるべき目的については，機会の平等を，また，その平等のレ

ベルについては，内国民待遇を基本的に求めているわ壮である、だが，EC内

部には，前者については，機会の平等のみならず結果の平等をも求めるべきだ

という見解が，また，後者については，内国民待遇にとどまらず，すすんで最

自由国待遇を求めるべきだという見解がつとにある（表5，6参照）5）．そのた

　　　　　　　　　　　　　　表5　相互主義の比較

従来の相互主義 ECの相亙主義

1．基木理念 網手の譲歩を条件に自らの 同左

市場を開放

2．強制・非強制 互恵から報復まで 同左

3．相互主義が適用される領 関税，輸入数量制限など 非関税陣壁（政府調達市
域 場），サーピス貿易

4．相互主義の目的 関税引き下げの平等 機会の均衡，結果の均衡

5．相互主義によウて達成さ 関税引き下げ（最恵国待過） 内国民待遇から最自由国待

れるぺき平等のレベル 遇まで

6．交渉手段 2国間 2国間から多国間

7．GATTとの低触 明らかにGATTの無条件 GATTに基準なし
最恵国侍遇に反する

（出所）　東海銀行，鯛蛮月親500号，19畠9年3月，25ぺ一ジ（’部修正）
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表6　相互主義によって達成されるぺき平等のレベル

相手国間差別 ■内外差別 内外椅差

相手国閥差別 ．O ○ ○

最恵国待遇 X ○ O
内国民待遇 X X O
最自由国待遇 X X X

（注〕差別あり→○　差別・樒謹在し→x
（出所）東海銀行。調査月報，500号。1989年3月，2フページ（一部修正〕

め，日米の政府，産業，企業などからは，相互主義が統合EC市場から競争

相手の域外国の企業を締め出すために乱用されるのではないか，との危倶が出

ている．なぜならこうした押互主義は，誰に市場を与えるかを，市場機構によ

らないで，専ら政治的判断によって決めようとする方向に走りやすいからであ

る6）．

　そこで，1988年ユ2月初めにギリシャのロードス島で開かれたEC首脳会議

は，統合EC市場が「欧州の“砦”ではなく，世界のバートナーになる」こと

を宣言し，それが域外国にも開放されるものであることを強調した7）．

　欧州の要塞化は決してあり得ないという同首脳会議の声明には，もう一つ，

重要な拡大欧州市場の考え方も初めて盛り込まれたs）．ECは現在，EFTA（欧

州自由貿易連合）との間で，両機構間の市場障壁を撤廃する拡大欧州経済領域

（EES）づくりを進めているが，この構想を事実上，東欧にも適用する考えを

打ち出したのである・これと相前後して，EFTAのライシュ事務局長は，EC・

EFTA間の共通市場づくりが進めぱ，．rEFTAは将来発展的に解消する可能

性がある」と指摘した9〕．その後EFTAは，1989年3月にEFTA首脳会議

を，そして6月にはEFTA閣僚会議を開催し，意思決定機関としてのEFTA

の機能強化を図りながら，ECとの関係強化を通じてEESの実現を目ざすこ

とを確認しているlo）．片やECは，1988年6月にCOMECON（経済相互援助

会議）と公式な関係を樹立して以来，ソ連・東欧諸国と個別に経済貿易協定を

結び，東西間の経済交流を拡大する方針を打ち出しているn）．ECはすでにハ

ンガリー，チェコスロバキァ，ポーランドと経済貿易協定を結ぴ，ソ連とも協
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定締結の交渉を進めている．これと並行して，英国を除く西欧諸国には，ゴノレ

バチ冒フソ連書記長が提唱したr欧州共通の家」構想に呼応する動きが，この

ところ目立っている12）．

　EC市場統合がもたらした波紋は，こうした東西経済協カの拡犬にとどまら

在い．北米では，米加自由貿易協定の締結による北米自由貿易圏づくりが進行

している．これに連動して，アジア・太平洋諸国の間では，域内経済関係強化

の動きが高まってきている。オーストラリアによるアジア・太平洋経済協議機

構の提唱，日本によるアジア・太平洋経済閣僚会議の提唱，米国・ASEANに

よる米アセアン包括経済協定締結の動き，米国による目米包括協定締結の動き，

米国による環太平洋協議機構の提唱，さらにはミニ・アジア圏の提唱として，

’中国による北東アジア経済圏構想，台湾によるアジア共同市場構想などがあ

る13）．

　欧州，北米，太平洋岸アジアに顕著に見られるこうした動きは，やがてそれ

ぞれに地域経済圏を生むようになるだろう．これら三つの地域経済圏は対立の

道を歩むのか，それとも協調の適を歩むのか．その決め手となるのは，どのみ

ちECの対外通商政策であるだろう．

1）

．2）

3）

4）

5）

・6）

7）

8）

9）

　1988年10月20日付け朝日新聞およぴ日本経済新聞．

ECの対外通商政策の詳紬については，次を参照されたい．

　東海銀行，調査報告：ECの新通商政策について，調査月報，500号，1989年3

月，15－24ぺ一ジ．

　1988年10月20日付け朝日新聞．

　相互主義については，次を参照されたい．

　山本吉宣稿r相亙主義の拡大、歯止め必要」1988年9月26目付け目本経済新聞．

　東海銀行，調査月報，500号，24－33ぺ一ジ1

　1988年10月12目付け目本経済新聞．

　東海銀行，調査月報，500号，24－33ぺ一ジ．

　山本吉宜，前掲稿．

　1988年12月4圓付け朝日新聞．

　19S8年12月4日付け目本経済新聞．

　1988年12月2目付け日本経済新聞．
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10）1989年3月13圓付け日本経済新聞，3月14日付け朝日新聞，3月16日付け目

　本経済新聞，3月21目付け日本経済新聞．

11）1989年4月28日付け日本経済新聞，7月26目付け目本経済新聞・

12）　ゴルパチ目フソ連書記長は，r欧州共通の家」構想について，次のように語うた．

　　r現在の憎勢には一つの顕著な特徴がある．東西の国々の間の政治的交流の前進

　とは逆に、経済協カが立ち遅れていることだ．歴史には，様々な国が接近していく

　遺が，経済関係によって切り開かれ，政治はその適商によって開拓された遣を後か

　ら歩むという葵例がたくさんある．もし，欧州大陸のすぺての国の間，．そこにある

　経済グループの間の交流が自由に発展するなら，欧州はほんとうに『共通の家』に

　なると考える」と（1988年10月23日付け朝日新聞）．

　　朝日新聞はrきのうの敵はきょうの友，という．いま，西欧諸国とソ連の関係は，

　そこへ向かって動きはじめた、『カをあわせて，欧州という共通の家を造ろう』とす

　るゴルバチ目フ書記長の発言が，西側で共感をもって受け止められている。」（1988

　年10月29日付け）と報じ，また，日本経済新聞はrペレスト回イカの下の経済カ

　強化をめざし，ソ連は西欧との経済協カ拡大を急ピッチで進めている・西欧諸国側

　にもゴルバチ目フ書記長の政策が成功することが西欧の利益になるとの考え方が増

　えており，特に英国を除く各国が急速にソ連に接近している．」（1988年11月4目

　付け）と報じている一

　　さらに朝目新聞はrこれら大陸諸国に共通しているのは，ソ達経済の安定を欧州

　における緊張緩和と対に考えていることだ．経済安定が，ソ連内でのゴルバチ目フ

　書記長の安定にづながり，それが欧州の安金につながる，という諭理である、

　　ところが海を隔てた英国となると，対ソ感覚にもかなりの差が出てくる、サヅチ

　ャー首相は…・（中略）・…すでにソ連に対して10億ポンドの信用供与を決めた

　と伝えられるが，最近になって，西側がゴルパチ目フ改革にあまりにも期待をかけ

　過ぎている，と言い始めた一・…　（中略）一・…対ソ関係は，米国を含めた西側が一

　体となって当たるぺきもの，との考えがその塞本にあるようだ一」（1988年11月5

　日付け）と報じている．

13）　1989年2月2日付け朝目新聞，2月4目付け日本経済新聞，2月19日付け朝目

　新聞，3月6日付け日本経済新聞，3月24日付け棚日新聞，4月14日付け目本経

　済新聞など。

6EC市場統合への日本企業の対応

EC市場統合がユ992年末までに実現することは，除去しがたい陣壁や，税
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　　　　　　　　　　　　　EC市場統合と圓本企業　　　　　　　　　　　（17）

制の調和などの加盟各国の利害が絡んだ難間があるため，恐らくあり得ないだ

ろう．しかし，加盟各国の首脳は，1988年12月初めに開かれた，さきのギリ

シャのロードス島でのEC首脳会議において，市場統合は欧州の将来にとっ

て極めて重要な出来事であり，・もはや後戻りできないことを確認し，すでに折

り返し点に来たとの認識で一致している1）．これを下から支え，その推進カに

なっているのが・EC本部などでの統合作業の第一線で指揮している中枢のエ

リート官僚たち（二一ロクラート）の「西欧復権」への意気込みと大改革に購

ける強い自信とである2〕．ECが市場統合にこれほど燃えたのは初めてのこと

であり・ECは統合へ向けて着実に前進しつつあるのである．しかも，それが

圓本企業にとっても巨きな商機になるであろうことは凝いの余地がないように

思われる3）・それでは，こうした市場統合をにらんで，日本企業は実際にどの

ような対応を行っているのであろうか．

　ここで本題に関わると思われる三つの実態調査結果をかいつまんで紹介して

おきたい・一つは・すでにEC進出を果している企業に関する東洋経済新報

社およぴ日本貿易振興会の調査であり，いま一つは，すでにEC進出を果し

ている企業といまだEC進出を果していない企業に関する長銀経営研究所の

調査である．

　1）東洋経済新報社調査

　はじめに，日本企業の海外進出について，東洋経済新報社が行った調査緒果

（1988年7月1日実施）の中から，日本企業のEC進出に関わるデータを抜き

出してみよう4）．まず表7は，日本企業のEC進出件数を国別・年次別に示し

たものである戸茎，この表7を読むと，①EC進出の世界進出に占める件数の割

合は，1980年以降20％前後に増えている，②86年以降，それは17％台にと

どまっているが，87，88年の進出件数は，EC，世界ともに86年の68，390件

から84，87件，479，491件へと急増している，③EC進出の多い国は，イギ

リス（496件），西ドイッ（397件），フランス（180件），オヲンダ（1ア6件）

であり，これら4ヵ国でEC全体のη．8％に及んでいる，④わけてもイギリ

スと西ドイツに対しては，日本企業の関心が高く，毎年のようにコンスタント
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（19）EC市場統合と日本企業

表8　目本企業のEC進出件数（業種別・国別）

ギ
リ
シ
ャ

イ
タ
リ
ア

ス
ペ
イ
ン

ポ
ル
ト
ガ
ル

西
ド
イ
ツ

フ
ラ
ン
ス

ル
ク
セ
ン
プ
ル
ク

ベ
ル
ギ
ー

オ
ラ
ン
ダ

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

イ
ギ
リ
ス

デ
ン
マ
ー
ク

農林・水産業 3 1 1　． 1
鉱 業 1 1

建設業 22 6 4　1 2 4 1 4

製造業 334 1 97112015 47 78 73223 3
食料品 13 2 6 4 ・1

繊 維 20
5　2 3 2 1 7

木材・家具 2 1 1
パルプ・紙 0
出版・印刷 3 2 1
化 学 51 8 1 7 2 9 12 1 5 5 1
ゴム・皮革 11 6 1 1 3

．

窯業・土石 9 1 1 1 3 2 1
鉄 鋼 5 2 1 1 1
非鉄・金属 4 2 1 1
金属製品 4 1 1 2
一般機械 46 12 4 2 8 13 4 3
電気機器 94 34 5 3 6 10 25 8 3
輸送機器 17 4 1 2 2 2 6

自動車 10 5 1 3 1精
密
機
器
’ 20 6 1 2 10 1
その他製造 25

1　6 2 1 5 5 1 1 2
商 業 797 12191 4 75 54 2102 265 62951 6
金融・保険業 290 14卑 50

．952
！1 17 2 1 4
一

不動産業 12 4 1 1 1 ］ 2 2

運輸業 67 21 12 6 7 15 1 3 2
サーピス業 80

1　31 2 13 3 10 15 3 2

17　74　82793
（出所）東洋経済新報社『海外進出企葉総覧　1989』より作成

合
　
　
　
計
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（20） 一橘論叢　第102巻　第5号

な進出が見られることが分かる．つぎに表8は，日本企業のEC進出件数を

業種別・国別に示したものであるが，この表8を読むと，⑤EC進出の多い業　　　　凸

種は，商業（797件），製造業（334件），銀行・保険業（290件）であり，こ．

れら3業種でEC全体の88．5％に達している，⑥製造業で特に多いのは，電

気機器（94件），化学（51件），一輝機械（46件）であり，これら3業種で製

造業全体の57．2％を占めている，⑦商業は西ドイツ，イギリス，フランスに，

製造業はイギリス，西ドイッ，フランスに，金融・保険業はイギリス，ルクセ

ンブノレク，オランダに集中している，⑧電気機器はイギリス，西ドイツ，フラ

ンスに，化学は西ドイッ，フランス，イギリスに，一般機械は西ドイツ，イギ

リス，フランスに集中している，⑨進出先国として人気が高い業種は，食料品

ではフランス，繊維ではイタリァ，化学では西ドイッ，一般機械では西ドイッ，

イギリス，電気機器ではイギリス，西ドイツ，輸送機器ではスペイン，自動車

ではイギリス，精密機器では西ドイッ，商菜では西ドイッ，イギリス，金融・

保険業ではイギリスであることが知れる．さらに投資目的を示した表9を見る

と，⑩進出先国として人気が高いイギリス，西ドイツ，フランス，オランダで

はいずれも，「現地，第3国への販路拡大」およぴ「情報収集」が主な投資目

的になっていることが分かる．

　　　　　　　　　　　表9　日本企業の投資目的（国別）　　　　（複数回答，件）

原材料 資源が豊 労働カ利 現地政府 現地，第 通商摩擦
資源確 富で現地 凧　コス の保護政 3国への 情報収集 て輸出困

ロイヤ

保 生産容易 ト滅 策上有利 販路拡大 難
リテイ

イギリス 6 2 3 11 225 92 11 16

フランス 2 3 1 3 84 35 5 2
西ドイツ 2 1 1 4 259 95 11 3

オランダ 2 1 9 η 30 2 3

　（出所）東洋経済新報社『海外遜出企棄総覧　1999』より作成

　2）　日本貿易振興会調査

　ついで，在欧日系製造業企業の経営実態について，日本貿易振興会が行った

調査縞果（1988年9月一1989年1月実施，411社が対象，回答企業216社）

の中から，在欧日系製造業企業のEC進出に関わるデータを抜き出してみ上
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EC市場統合と日本企業 （21）

表10日系製造業企業のEC進出数（国別・年次別）

合計
1969

… 一 一
以前 1974 19ア9 1984

1985 1986 198ア 1988 無回答

EC計 391 21 31 49 73 25 36 56 70 30

イギリス 92 5 4 9 10 9 11 17 21 6
フランス 85 3 2 8 22 5 12 16 11 6
西ト．イツ 67 6 8 7 15 4 3 11 7 6
オヲンダ 27 1 6 2 5 3 2 1 4 3
ペルギー
ルクセンブルク

23 1 4 5 4 2 1 4 2

アイルヲンド 19 1 1 4 3 1 1 6 2
スペイン 41 1 3 8 1O 2 3 5 7 2
イタリア 24 2 3 1 1 2 3 9 3
一アンマーク 2 1 1
ポルトガル 7 2 1 1 1 1 ］

ギリシャ 4 i 2 1

（注〕操棄開始年度が把握できなかった企業については，設立年度をもってそれにかえた．

〔出所）　日本貿易振興会海外経瀦憎報センター『在欧日系企薬（製造業）の経営実態一第5回実態鯛斑報告』

　より作成

う5〕．まず表10は，在欧日系製造業企業のEC進出数を国別・年次別に示し

たものであるが，この表10を読むと，①EC進出企業数は，87年以降，86年

の36社から56，70社へと急増している，②国別では，イギリス（92社），フ

ランス（85社），西ドイツ（67社）への進出が特に多く，これら3ヵ国でEC

全体の62．4％に及んでいる，⑧とりわけ88年には，オランダ，ペノレギー，ル

クセンブルク，アイルランド，スペイン，イ・タリアヘの進出が目立っているこ

とが分かる。つぎに表11は，在欧日系製造業企業のEC進出数を業種別・国

別に示したものであるが，この表11を読むと，④EC進出の多い業種は，電

子・電気機器（120社），化学（73社），一般機械（51社）であり，これら3

業種で製造業全体の62．4％に達している，⑤進出先国として人気が高い業種

は，食料品ではフランス，化学ではフランス，イギリス，一般機械では西ドイ

ッ，電子・電気機器ではイギリス，西ドイツ，フランス，輸送機器ではスペイ

ン，精密機器では西ドイツであることが知れる．さらに進出動機を示した表12

を見ると，⑥「新市場開拓」「貿易摩擦回避」およぴ「消費者二一ズヘの対応」
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（22） 一橋論叢第102巻第5号

表11　日系製造業企業のEC進出数（業種別・国別）

合 イ 7 西 オ ペル ア 一ス イ ポ ギ 一
■
ア

ク イ
ギ ラ ド ラ ノレセ ぺ タ

ノレ

リ
ン

ノレ

ン
ラ

ト マ
’ リ ン イ ン ギブ イ リ

ガ
シ

’レ ン ，

’

計 ス ス ツ ダ 1ク ド ン ア ノレ ヤ ク

総　　　数 391 92 85
67 27 23 19 41 24 ア 4 2

〔業種〕

食料品：　． 16 2 11 2 1

繊維 6 1 1 1 1 2
木材・木製品 3 2 1

バルプ・紙 1 1
出版・印刷 3 1 1 1

化学。 64 ］O 14 6 ア 6 5 5 ア 2 1 ユ

医薬品 12 2 4 2 3 1
石油・石炭同製品 1 1
ゴム製品 10 ／ 4 2 2 1
窯業土石 9 1 2 1 3 1 1
非鉄金属 4 1 2 1
金属製晶 1O 3 3 1 1 1 ユ

一般機城 50 11 9 14 5 3 5 3
1

電子・電気機器 119 39 22 26 3 5 7 9 6 1 1
輸送機器 26 7 3 1 1 1 10 1 2
精密機器 16 3 2 5 3 1 1 1
その他 41 13 7 4 4 2 2 3 3 1 1 1

　（出所）　日本貿易振興会海外経済榊報センター『在欧目系企葉（製造業）の経営実態一筑5固爽櫨鯛盗報告』

　　より作戒

が主な進出動機になっており，r92年EC域内市場統合化への対応」は遼出動

機の一つにす’ぎないことが分かる6）．

　EC市場統合への対応が進出動機の一つにすぎなかったからといって，在欧

日系製造業企業ぱEC市場統合にさほど関心がないことにはならない、回答

企業216社のうち184社（85．2％）が，それは「着実に進展」すると見ており，

r予定通り進展」（ユ0社）r予定を上回って進展」（1社）を合せると，回答企業

の9割は，ECが市場統合に向って進んでいると解している、その実現に向う

EC市場統含は，，158社に影響を与えるという．プラスの影響要因としては，
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EC市場統合と日本企業

表12　圓系製造業企業の進出動機

（23）

（複数回答）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　92年EC　　　生産コ　　　安価な為替変動海外情報　　　　海外進出　　　消費者二漸市場　　　貿易摩　　　　　　　　　　　域内市場　　　　税制面
開拓　スト肖■』擦回避原材料リスクか収集カ強統合化へ社中らのの優遇一ズヘのその他
　　　減　　　　　の確保らの回避化　　　　　　　受注確保　　　対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の対応

113　　　31　　　　6フ　　　　lO 35 40 24 32　　34 64　　32

（注）　EFTAへの進出分を合む．

（出所）　日本貿易振興会海外経済情報センター『在欧日系企糞（製造業）の経営突態一第5回実態調査報告

　より作成

　　　　　　　表13　日系製造業企業のEC市場統合への対応　　　（複数回答）

今後の経営戦略の練り直しを図るため，本社等社内に戦略検討委員会を設置した　2工

現地部品調達率の向上を一屑強化するための下請け関係の構築を検討中　　　　　29

欧州企業との買収・含併・合弁化等により，企業のEC化を検討中　　　　　　18

市場統合により規模のメリヅトが期待できることから，生産・販売規模の拡大を

　検討中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　41

市場統合のメリヅトを最大限活用するため，生産・販売・R＆Dの一貫体制の

　確立を検討中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4ア

生産・販売ネットワークの拡充を検討中　　　　　　　　　　　　　　　　　　66

保護主義への対応として，ロビスト活動の強化を検討中　　　　　　　　　　　2

惰報収集能カ強化のため，弁謹士響の専門家のリテインを検討中　　　　　　　　4

ECのブロック化が懸念されるので，撤退を検討中　　　　　　　　　　　　　　1

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12

（注）EFTAへの進出分を含む・
（出所）　日本貿易振興会海外経済情報センター『在欧目系企棄（製造葉）の経営突態一第5回実態調査報告』

　より作成

r貿易障壁等の撤廃による流通コスト減」（80社）「市場規模の拡大による生

産・販売増」（76社）r税務・基準・認証等の行政手続きの簡素化による経費

節滅」（61社）などが，これに対してマイナスの影響要因としては，rECがブ

ロヅク化し，日本企業への差別が強まる」（60社）r保護主義的傾向が一屑強

まる」（47社）r対日批判が強まり，相互主義的待遇を求める声が高まる」（32

社）などが挙げられている．これらの影響要因に期待と不安を覚えながら，回

答企業の多くは，「生産・販売ネヅトワニクの拡充」「生産・販売・R＆Dの

一貫体制の確立」「生産・販売規模の拡大」「下請け関係の構築」「企業のEC

化」などの対応策を検討中だという（表13参照）．

　3）長銀経営研究所調査
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表14拠点別進出動向 （社数，％）

販売拠点 生産拠点 研究開発 統播本社 金融子会
拠　　点・ 社

既に拠点がある
140 62 30 14 16
（26．5） （11．7） （5．7） （2．6） （3．0）

現在拠点はない

将来．進出する可能性があ 101 131 73 58 23
［　る今後も進出する可能性はな （19．1） （24．8） （13．8） （11．O） （4．4）

28ア 333 421 450 453
い （54．3） （62．9） （79．6） （85．1） （85．6）

回答講退 1 3 5 ア 37
（O．2） （0，6） （O．9） （1．3） （7．O）

計一
529 529 529 529 529
（100．O） （100．0） （100．0） （100．0） （100，0）

　（出所）長銀経営研究所『目本の製造棄のEC市場への進出動向一アンケート調査報告』9べ一ジ

　さらに，日本の製造業企業のEC市場への進出動向について，長銀経営研

究所が行った調査結果（1988年11月14日実施，2，263社が対象，有効回答企

業529社）の中から，製造業企業のEC進出に関わるデータを抜き出してみ

よう7）．まず表14ぽ，拠点別進出動向を示したものであるが，この表14を読

むと，①「既に拠点がある」ものについては，販売拠点が最も多く（140社），

研究開発拠点（30社）や統括本社（14社），金融子会社（16社）はまだ少な

い，②「現在拠点はないが，将来，進出する可能性がある」ものについては，

生産拠点が最も多く（131社），研究開発拠点（73社）とともに倍増の可能性

があり，統括本杜（58社）はさらに4倍増の可能性があることが分かる．つ

ぎに拠点別に販売拠点から見ていこう・③既進出・未進出の販売拠点（241社）

の拡大・進出候補先としては，西ドイッ（93杜），イギリス（72社），フラン

ス（54社），イタリア（29社），オランダ（27社）が特に望まれている、④そ

の拡大・進出時期としては，r1992年末まで」が最も多い（拡犬：66．7％，進

出：63．脇）．⑥その進出方法としては，「単独進出」が最も多く（52．1％），次

いで「現地企業との合弁」（31．6％）が考えられている．また，⑥287杜が販売

拠点の進出をしないのは，「国内市場で充分である」（26．8％）「商社を利用して，

現地で販売することで充分である」（26．5％）などからである．さらに生産拠
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点を見よう．⑦既進出・未進出の生産拠点（193社）の拡大・進出候補先とし

ては・西ドイツ（70社）・イギ1ス（・・社），スベイン（・・社），フランス（。。

社）・イタリァ（・・社）が特に望まれている。⑧その拡大・進出時期としては，

やはり「1…年末まで・が最も多／・（拡大1・・．・％，進出、。。．。％）．⑨その

進出方法としては・r現地企業との合弁」が最も多く（43．1％），次いでr単独

進出」（31，4％）が考えられている。また，⑩333社が生産拠点の進出をしない

のは・「日本からの輸出で特に問劉まない・（・・．・％）・国内市場で充分である。

（28・脇）などからである・つづいて研究開発拠一点に移ろう．⑪既進出．未進

出の研究開発拠点（…社）の拡大・進出候補先としては，西ドイツ（。。社），

イギリス（40社）・フランス（・・社），イタ1ア（・・社），ベルギー（。。社）

が特に望まれている．⑫その進出時期としては，「10年以内」が最も多く（53．0

劣），次いで「1992年末まで」（44．1％）が考えられている（拡大時期について

は・記述なし）・⑬421社が研究開発拠点の進出をしないのは，r国内の研究開

発で充分である」（69・6％）などからである・それから統括本社に入ろう．⑭未

進出の統括本社（58社）の進出侯補先としては，イギリス（32杜），西ドイツ

（24社）・フランス（・・社），オランタ“（・1社），べ／レギー（・・社）が特に望まれ

ている。⑮その設立時期としては，r1992年末まで」が最も多く（57．2％），次

いで「10年以内」（37。ユ％）が考えられている一⑯450社が統括本社を設立しな

いのは，r日本本社の管轄下で充分である」（47・3％）rEC市場域内に販売拠点，

生産拠点，研究開発拠点などを設置する予定がない」（44．0％）などカ、らであ

る．さいごに金融子会社を見よう・⑫未進出の金融子会社（23社）の進出候

補先としては・オランダ（8社）・イギリス（6社）が特に望まれている．

　また，表15は，業種別・拠点別の拡大・進出動向を件数で示したものであ

るが・この表15を表14と対比して読むと・⑲1社平均の販売拠点は3．2件，

生産拠点は2・0件，研究開発拠点は1・9件である，⑲販売拠点は電気機器（163

件），一般機械（73件），化学（42件）に多く，これら3業種では，拠点の拡

大も進出も目立一ている・その他では・輸送機器と食料品での拠点の拡キと進

出が目に止まる・⑳生産拠点も電気機器（・・件），化学（・・件），一般機械（。。
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表15業種別・拠点別拡大・進出動向

販　売　拠　点 生　産　拠　点

件数

研究開発拠点　　　　　　、

莱　　橦
■

現状 拡犬 進出 現状 拡大 進出 現状 進出

食料晶
12 2 9 8 2 12 1 8

繊　　維 3 1 3 1 0 2 0 4

バルプ・紙 3 O 2・ 0 o 2 O o

化　　学 42 8 12 26 4 19 8 11

医　　薬 7 2 4 3 0 3 7 6

石　　油 3 0 O 0 0 O 0 0

ゴム・皮革 31 O 1 19 0 2 0 O
‘

窯　　業 11 0 4 1 O 4 O 2

鉄　　鋼 5 0 1 0 0 2 0 O

非鉄・金属 7 3 6 3 2 5 1 7

一般機械 73 5 18 16 O 22 3 2

電気機器 163 16 32 34 3 41 9 17

輸送機器 28 2 9 5 0 19 17 11

糟密機器 34 1 5 3 1 7 6 3

その他 24 1 5 6 O 6 4 4

計 446 41 ！1ユ 125　　12 ユ46 56 751…

（出所）畏銀経営研究所『目本の製造案のEC市場への進出動向一アンケート調査報告』より作戚

件）に多く，これら3業種では，拠点の進出も目立っている，その他では，輸

送機器と食料品での進出が目に止まる，⑳研究開発拠点は輸送機器（17件）・

電気機器（9件），化学（8件）に多く，これら3業種では，拠点の進出が目立

っている，その他では，食料晶と非鉄・金属での拠点の進出が目に止まること

が知れる．

　おわりに，EC市場統合への対応を見てみよう・これについては・回答企業

におよそ4つのタイプがある．①EC市場へは未進出だが，統合EC市場はマ

ーケヅトとしての魅カがないとみる企業，②EC市場へは未進出だが・EC市

場統合の行方が明確になるまでは待ちの姿勢でいたいとする企業，⑧EC市場

へは未進出だが，EC市場統合を商機とみる企業，そして④EC市場へ既進出

で，EC市場統合に直面している企業である．タイプ③④の企業は，いずれ・も

自社の国際戦略の見直しを迫られており，タイプ③の企業は，対応策として，
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現地企業との提携強化，独自性のある製品の開発，技術強化などを，また，タ

イプ④の企業は，域内の拠点の最適立地の再考，拠点間の体制整傭，合理化

などを講じつつあるという．一方，タイプ①②の企業もまた，EC市場統合に

よる競争激化の余波を否も応もなく被らざるを得なくなるだろうと述べてい

る．

　日本企業のEC進出に関わる如上の三つの実態調査結果を製造業企業に絞

ってみれぱ，それは次のように要約され得るであろう．

　　①主な進出動機としては，「新市場開拓」「情報収集」「貿易摩擦回避」「消

　　　費者二一ズヘの対応」が挙げられる．

　　②国別では，イギリス，西ドイツ，フランスヘの進出が多い．

　　③業種では，電気機器，化挙，一般機械の進出が目立ち，いずれもイギリ

　　　ス，西ドイッ，フランスに集中している．

　　④販売拠点，生産拠点は電気機器，一般機械，化学分野に多k，研究開発

　　　拠点は電気機器，化学，輸送機器分野に多い．

　　⑤販売拠点，生産拠点，研究開発拠点の拡大・進出候補先としては，やは

　　　りイギリス，西ドイツ，フランスが特に望まれている．総括本社の進出

　　　候補先についても，そうである．

　　⑥販売拠点，生産拠点，総播本社の進出または拡大時期については，1992

　　　年末までを，また，研究開発拠点のそれについては，10年以内を予定

　　　する企業が多い．

　　⑦進出方法については，単独進出，または現地企業との合弁による場合が

　　　多い．

　　⑧EC域内に進出予定の企業の対応策としては，現地企業との提携強化，

　　　独自製品の開発，技術強化などが，また，EC域内に進出済みの企業の

　　　それとしては，拠、叙の最適立地の再考，拠点間の体制整備，合理化など

　　　が講じられている、

1）　198S年12月3目，12月4目付け目本経済新聞．

2）1988年11月25目付け靭日新聞．
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　　これと対照的なのは，現揚末端の現状安住的な認識である．中枢のエリート官僚

　と現場末端との閲には，大きなギャヅプがあるという．

3）　とはいえ，EC市場統合が目本企業にとって脅威になるであろうことも擬いの余

　地はない．ちなみに，長銀経営研究所調査によれぱ，EC市場統合を，回答企業の

　半数あまり（513社中285社）が脅威と感じ，半数たらず（506社中241社）が商機

　と感じている・脅威の内容としては，r目本企業に潜する各種規制の強化」（191社）

　「保護主義の台頭」（156社）「競争カ傘業の出現」（89社）などが，また，商機の内

　容としては，r巨大単一市場の出現」（212社）r規格の統一」（132社）r非関税陣壁

　の撤廃」（92社）などが挙げられている．

4）　東澤経済新報社『海外進出企業総覧　1989』1989年3月31日；東洋経済新報社

　『業種別海外進出企業　1989』1989年7月6目．

5）　日本貿易振興会海外経済憎報センター『在欧目系企業（製造業）の経営実態一

　第5回実態調査報告』1989年3月．

6）　日本貿易振興会の本調査報告には，進出動機を操業年代別にみた次の興味深い記

　述がある．

　　　r中でも，新市場開拓，貿易摩擦回避，消費者二一ズヘの対応と答えた企業が

　　　多かったが，これを操薬年代別にみると，79年以前にすでに操業を始めた企

　　　業は，新市場開拓と消費者二一ズヘの対庵が欧州進出への動機・理由であるの

　　　に対して，80年代に操薬を始めた企業は，貿易摩擦の回避が新市場の開拓と

　　　並んで高いシェアをもち，70年代と80年代の動機の違いが浮き上る．また，

　　　85年以降の特徴としては，海外進出企業からの受注確保192年EC域内市場

　　　統合への対応が目立って増えてきており，日系製造業企業の対欧進出の動機・

　　　理由は，多様化してきている一」（前掲書，1oぺ一ジ）（文言一都訂正）

7）長銀経営研究所『目本の製造薬のEC市場への進出動向一アンケート調査報

　告』1989年3月一

7　むすぴ

　EC市場統合をにらんで，日本企業は，実際にどのような対応を行っている

のか．日本企業は，市場統合後に対欧輸出や域内進出を企てることが難しくな

るとみており，できれぱ市場統合前にEC域内に生産拠点を確保しておきた

いと望んでいる．進出の仕方には，およそ二通りの型があるようだ．一つは，

まず手初めにEC域内の企業と合弁や技術供与などの形で提携をし，やがて
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それを生産拠点化していくタイプである・もう一つは・直接投資や買収によっ．

て鍛初から生産拠点をつくるタイプである．いずれのタイプも，企業経営をイ

ンサイダー化（域内土着化・現地化）し，汎欧州化ないし域内多国籍化するこ

とが必須となる．このようなインサイダー化は，生産拠点づくりに対してだけ

でなく，研究開発拠点づくりに対しても強く望まれている．一方，EC域内に

進出済みの企業にとっては，部品の現地調達率（ローカル・コンテント）を高

め，徐々にインサイダー化していくことが不可避となる1〕．

　日本企業のこうした動きに対して，EC側からさまざまな要望が出されてい

る、例えぱ，①障壁，貿易規制などを緩和せよ，②日本市場を開放せよ，⑧市

場撹乱的な市場参入を止めよ，④欧州を市場としてのみ見るな，などの声が切

々と日本側へ送り届けられている2）．だが，これらの声が日本政府と日本企業

によって聞き入れられるのは，一体いつの日であろうか．

　ECは，欧州の経済活性化に寄与し得るような日本企業のEC進出を切望

している、雇用創出，技術移転，利益再投質などにより現地に貢献することが，

EC進出の不可欠な条件になりつつある．それは，日本企業が一点築中型経営

から国際協調型経営へ脱皮することによって，初めて可能になる．日本企業が

欧州企業と共存し得る遣はそこにあるといってよいであろう3〕．

　1）　EC市場統合に向けての日本企業の最近の馳きについては，次の拙稿がある・

　　　拙稿rEC市場統合に向けての日木企菜の最近の動き」（未公表）

　2）例えぱ，1988年9月2ヰ圓付け朝日新聞．

　3）　本稿に関連して、次の拙稿を参照されたい一

　　　拙稿rEC市場統合と日本企業の対応」商学論究（関西学院大学），第36巻第4

　　号，1989年3月，41－63ぺ一ジ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一橘大学教授）
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